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山添　博史

プーチン政権の第 4期が始まり、次の政権に向けての準備を考えざるを得ないなか、政
権はまず長期成長を目指す社会経済問題を中心とした政策を打ち出し、年金改革にも着
手した。しかし戦略環境として重大な米露関係は、なお多岐にわたる問題を抱えており、
2018年にもその対立構造が深まる傾向にあった。米トランプ大統領は、ロシアのプーチン
大統領との対話・ディールによって中東問題や核軍備問題を取り扱おうと考えてきており、
首脳会談にもなお積極的であるが、米国としてはロシアに厳しい姿勢を強めている。その
ような中でロシアも米国との対話の課題として重視する戦略的安定性の問題について、こ
こで 2018年の主な事象を取り扱うことにする。

1．米国におけるロシア戦略問題の先鋭化と「核態勢見直し」（NPR）
トランプ政権は、2017年 12月に国家安全保障戦略（NSS）を策定し、ロシアおよび中
国を既存秩序と米国の利益に対する修正主義勢力と見なして戦略的競争に応じる姿勢を示
した 1。これに基づく文書として、2018年 1月の国防省による国家防衛戦略（NDS）も中
国やロシアとの長期的な戦略的競争が資源配分上の優先事項とした 2。また 2月 2日の「核
態勢見直し」（NPR）2018年版も中国やロシアの能力を問題視し、それぞれに対抗できる
態勢の整備を進める構えを示した 3。
この NPRに対してロシア外務省が 2月 3日にコメントを発表し、米国の反ロシア感情に
よる敵対的な内容と批判した 4。そこには大きく 3つのポイントが浮かび上がる。第 1は
核兵器使用の敷居の論点である。NPRは、ロシアが地域紛争において「ディエスカレーショ
ンのためのエスカレーション」、すなわち核兵器の使用ないしその脅しによって相手がそれ
以上のエスカレーションを思いとどまるという考え方を持つと見なしている（8頁）。米国
が限定された戦場で有効な反撃をすることができず、もし高出力の核兵器を米国が用いる
ならばロシアの大規模反撃が予想されるので実行できないという状況なら、ロシアが戦場
を限定したまま事態を有利に運んでしまうという懸念である。そこで NPRは、ロシアに対
して多種のオプションを保持して柔軟に使用できるようにするため（31頁）、既存の潜水
艦発射弾道ミサイル（SLBM）の弾頭を低出力のものに改修し、さらに長期的には水上発
射巡航ミサイル（SLCM）を開発すべきと論じている（54～ 55頁）。
これに対しロシア外務省のコメントは、まず「ディエスカレーションのためのエスカレー
ション」というドクトリンはロシアに存在しないと述べ、「ロシア連邦軍事ドクトリン」に
おいて核兵器の使用は核を含む大量破壊兵器が使用されたとき、および通常兵器侵攻でロ
シアの生存が脅かされたときに限定していることを挙げている。米国がそのようなロシア
の核兵器使用を封じるのであれば、それはロシアが生存のために防衛する権利を否定する
に等しいと非難する。続いて外務省コメントは、米国による低出力核兵器オプションの増
加計画が、米国の核兵器使用の可能性を高めると批判し、ロシアも安全保障のための手段
をとらざるを得ないと述べている。このような応酬は、2月 17日のミュンヘン安全保障会
議の核問題のセッションにおいて、米国のジョン・サリヴァン国務副長官とロシアのセル
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ゲイ・キスリャク上院外交委員会第一副委員長（前駐米大使）との間でも行われた。
米国の専門家の間でも「ディエスカレーションのためのエスカレーション」という考え
方をロシアが実際に持っているのか疑問が呈されている 5。確かにロシアは明確にしては
いないが、NPRはロシアが軍事演習や声明において核使用の敷居を下げていることを示し
ているととらえ、そのような核使用に対して米国が対抗手段を欠いているという誤解を与
えないように、必要な手段を保持するべきとしている（54頁）。
第 2の点は、軍縮条約義務の履行に関する主張である。ロシア外務省コメントは、ロシ
アは中距離核戦力（INF）条約、オープンスカイ条約、信頼・安全醸成措置に関するウィー
ン文書やブダペスト・メモランダムを遵守していると主張している。欧州通常戦力（CFE）
条約については、北大西洋条約機構（NATO）加盟国が適合化条約を批准しないために履
行停止したと述べる。そしてロシアは 1991年～ 92年の合意により戦術核兵器を削減した
のに、米国はヨーロッパで増強しようとしていると非難する。2017年 10月にソチで開か
れたヴァルダイ会議で、プーチン大統領が諸外国のロシア専門家を前に強調したのも、米
国による軍縮条約不履行という主張であった。
第 3の論点は、戦略的安定性である。ロシア外務省コメントは、軍縮の継続には、米国
によるミサイル防衛システムや迅速なグローバル打撃（PGS）などの戦略的問題の解決が
必要と述べている。そして米国に、偽善的な声明を行うのではなく、戦略的安定性の分野
での諸問題解決のためロシアと協力するよう促している。この 10年ほどロシアは、米国と
同盟国のミサイル防衛システムが米露間の戦略的安定性を損なっていると主張しており、
2016年 6月には中国と並んでミサイル防衛に反対するため、グローバルな戦略的安定性の
強化に関する共同声明を発表している。米国の専門家にも、米露間で戦略的安定性の概念
が異なっているという問題認識がある 6。
そのほかにロシアの当局に近いところの反応も見られた。ロシア軍の機関紙『赤星』は
週明けの 2月 5日に、モスクワ国際関係大学（MGIMO）の専門家ウラジーミル・コジン
教授の見解を掲載しており、米国が先に核攻撃に着手できる危険性を指摘している 7。ロ
ステク社のセルゲイ・チェメゾフ社長は、ウラジーミル・プーチン大統領に近い実力者と
して軍事技術産業の多くを取り扱っている。彼は『ワシントン・ポスト』のインタビュー
に対し、ロシアが米国への対抗を強いられて新たな軍拡競争と衝突の危険をもたらすと警
告した 8。

2月 17日、ミュンヘン安全保障会議の場でセルゲイ・ラヴロフ外相が発したメッセージは、
西側が閉鎖的な組織をつくってロシアを敵視し排除してきたのでヨーロッパが分断された
と非難し、プーチン大統領による拡大ユーラシア構想という開放的な協力枠組みに欧州連
合（EU）も参加すべきと呼びかけるというものであった 9。この場で NPRの議論を最大限
に展開しなかったということは、新たな NPRがロシアの唯一最大の懸念ではなかったとも
言えよう。

2．ロシアが留意する戦略的安定性
それでは、ロシアは戦略的安定性についてどのような問題意識を持っているのであろう
か。それが表れている最近の例として、2018年 3月 1日のプーチン大統領による教書演説
をとりあげる 10。これは、2017年末に行われるべきものが大統領選挙投票日の 3月 18日
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の直前になるまで延期されたもので、社会・経済の長期的発展という目標について大枠を
述べたのち、後半で国防と外交の論点を取り扱った。
プーチン大統領は、シリア作戦や新型装備品の配備の成果を述べ、続いてロシアの戦略
的兵器は、米国のミサイル防衛計画に対してロシアを守るために整備してきているものだ
と説明した。1972年締結の弾道弾迎撃ミサイル制限条約（ABM条約）は、相手から反撃
で飛来するミサイルへの防衛が制約されていれば先制攻撃の誘因が低くなるため、戦略的
安定性を高めることに寄与していたと評価する。しかし 2002年に米国が条約から脱退し
たため、この基礎は失われた。大統領はこの背景として、ロシアが弱い時期に米国が一方
的にものごとを決められる立場を確立しようとしていたと述べた。ロシアは戦略的安定
性の問題を米国に提起し続け、その成果の一部が 2010年締結の新戦略兵器削減条約（新
START11）で、米露間で戦略的攻撃兵器の量を削減することに成功した。しかし米国はミ
サイル防衛の開発を進め配備範囲を広げているので、ロシアが何もしなければ米国はロシ
アの核戦力を無効化する能力を手に入れるとの懸念を示した。そして NATOの東方拡大に
伴い、ルーマニア、ポーランドにミサイル防衛システムの配備が進行し、日本と韓国でも
配備されることになっていると指摘した。プーチン大統領は、この問題に対抗できる兵器
をロシアが開発してきたと述べ、大陸間弾道ミサイル「サルマート」など新たに開発が進
んでいる 6種類の兵器のビデオ映像を流した。そして、これらの新たな攻撃能力を帯びた
兵器は他者を脅かすものではなく、戦略的安定性を高めて平和の維持に貢献するもので、
一方的な優位を得ようとする他国の試みを防止するものだと位置づけた。
そのうえでプーチン大統領は、米国で更新された NPRが核兵器使用の敷居を下げること
に懸念を示した。「ロシア連邦軍事ドクトリン」では、ロシアや同盟国への大量破壊兵器に
よる攻撃、あるいは国家の存続を脅かすような通常兵器による攻撃に対し、ロシアは核兵
器を使用しうると記載されている。大統領はこれに言及し、ロシアや同盟国へのいかなる
規模の核兵器使用もロシアへの核攻撃と見なし、速やかに報復し重大な結果をもたらすと
宣言した。
上記のような教書演説において、プーチン大統領は国民向けにも軍事大国としての実力
をアピールし、拍手喝采を受けたわけであるが、支持率を高めるために対外危機をあおる
というほどでもなかった。2014年に支持率を急上昇させたクリミア半島の編入もそれほど
強調しておらず、ウクライナやナチズムにも目立った言及はなかった。このときに明確に
していなかった年金制度改革には 5月の政権発足後に着手し、痛みを伴う改革を断行した
が、2018年を通じて「軍事的冒険主義」と呼ばれうるようなものには慎重であった。軍事
力の誇示は政策の最優先課題ではなく、予算措置上も国防支出は以前に比べれば抑制する
傾向にある。
ここから読み取れる基調は、トランプ大統領の米国とも長期的な競争・対立構造にある
との認識のもと、挑発ではなく慎重なアプローチをとり、長らくロシアが不満を表明して
きた戦略的安定性の問題を中心に据えるというものである。新型装備品はその一環として
ミサイル防衛を突破する手段であり、また米 NPRの問題も不安定性をもたらす論点の一つ
として扱っている。教書演説は、米国が低出力核兵器のオプションを増やそうとするのに
対してロシアが低出力核兵器で対抗するというのでもなく、2015年 3月にプーチン大統領
が述べたようにクリミア半島などの危機で核兵器を使用すると解釈されるようなシグナル
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を発したのでもなかった。「ロシア連邦軍事ドクトリン」の核兵器適用の文言を引いたもの
の、その反撃というのは核兵器の使用に対するものであり、通常兵器による攻撃に対して
も核兵器を用いうる余地を強調することはなかった。
また戦略的安定性の問題は、米国トランプ政権と是々非々で対話しうる重要アジェンダ
としての意義もある。トランプ大統領は就任後間もない 2017年 2月にプーチン大統領との
電話会談で、オバマ政権が 2010年に締結した新 START条約がロシアに有利で米国を縛り
すぎるものであるとして非難し、より適正な軍備管理合意を追求する意向を述べたと報じ
られている 12。しかし直ちに新 STARTの枠組みを崩すように動いたのではなく、2018年 2
月には米露両国が核弾頭配備数 1,550未満であることを文書で表明して新 STARTの履行を
果たし、7月 16日のヘルシンキ首脳会談の主要議題にも上ることになった 13。
トランプ大統領とプーチン大統領は、多国間会議に際して首脳会談を行った例があった
が、特に設定して二国間首脳会談に赴いたのはヘルシンキが初めてだった。フィンランド
はロシアに対して決して中立ではないものの、サウリ・ニーニスト大統領が EUの統一姿
勢を保ちつつプーチン大統領と対話することに取り組んでおり、米露対話の重要な場を設
定する役割を果たした。欧米諸国ではトランプ大統領について、ロシアよりも NATO加盟
国を非難して同盟を弱めている、ウクライナ問題で安易な取引をしてロシアに対する経済
制裁の解除に動くかもしれない、といった懸念が出ていた 14。しかし首脳会談後の記者発
表では、ウクライナ問題などの劇的な「ディール」が出てきたわけではなく、両首脳は各
種問題における立場の相違に言及しつつも、核軍縮での協議を共通の関心事とした 15。
このヘルシンキ首脳会談は、米露両首脳の重要な対話の機会として、諸問題を直接話し
合って問題解決の端緒を探るといった基礎的な成果はあったと考えられるが、具体的な関
係改善は難しく、また悪化の事象も進んだ。3月に英国で発生した、元ロシア保安機関職
員毒殺未遂事件（スクリパリ事件）がロシア当局によるものとの疑惑を受け、欧米諸国等
がロシアの外交官を追放するなどロシアへの非難を高めていたが、8月 8日には米国務省
がこの件を理由とした新たな対露制裁を導入した 16。9月 12日にはトランプ大統領も 2016
年の大統領選挙への干渉を理由とした対露制裁を導入する大統領令を発した 17。
そのような中、10月 20日にトランプ大統領が、中距離核戦力全廃条約（INF条約）から
離脱すると発言した 18。INF条約は米ソ間で1987年に締結され、射程距離500kmから5,500km
までの地上配備型ミサイルを全廃するものだった。しかし 2013年に米国でロシアがこれに
該当するミサイルを開発しているとの指摘が現れ、2014年には国務省の軍縮文書で公式に
この問題を指摘し、2017年 3月には米議会における証言で SSC-8と称するミサイルがすで
に配備段階に至ったとの発言が出た。ロシアは海上発射のカリブル巡航ミサイルを合法に
開発・配備し、2015年にシリアの反政府勢力への長距離精密誘導攻撃を実施しているが、
ロシアの地理的環境と脅威認識を考えれば陸上発射で同等の性能のミサイルを配備する動
機が米国より強いとの指摘もある 19。米国はロシアに対し、INF条約の遵守を求めてきたが、
ロシアは違反していることを否認し、開発・配備している地上発射ミサイルの射程は 500
から 5,500kmに該当しないと主張してきた。米国では、ロシアが遵守していない条約に米
国だけが縛られて、欧州以外の地域でも必要な種類のミサイルが開発・保持できないとの
議論があり、トランプ大統領の INF条約離脱の動きもこれを受けてのことであった。中国
の DF-26ミサイルは 4,000km程度の射程距離を持つとされ、これと同等のミサイルを米国
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が持てないことで不利になっているとの見解があり、ジョン・ボルトン国家安全保障担当
大統領補佐官も中国は米国が INF条約に縛られ続けることを望んでいると発言している 20。
ロシアは直ちに、米国の INF条約離脱の動きに反発したが、それを政権内で主導してき
たと見られるボルトン補佐官が 10月 22日にモスクワを訪問すると、カウンターパートで
あるニコライ・パトルシェフ安全保障会議書記のみならず、プーチン大統領ら各種要人が、
歓待するかのようにボルトン補佐官を迎え入れ、会談した。ロシアはかつて、米露 2ヵ国
だけが縛られる INF条約の締約国を増やして戦力の均衡を向上させるべきと主張しており、
これには中国のミサイル戦力に対する不均衡がロシアの問題意識であるとの指摘もなされ
てきた。ボルトン補佐官も中国の戦力の問題についてロシアと話す意向を示している 21。
INF条約が消失することについて、米露双方の軍縮専門家は危険な不均衡に陥ると懸念を
表明しているが、米露両国とも中国のミサイル戦力との不均衡のために INF条約を廃止す
る動機があったとの指摘もある。

10月 28日にはセルゲイ・ラヴロフ外相が、包括的な戦略的均衡をもたらすような合意
に向けた協議を進めると発言しており、ロシアとしては米国の一方的な意思表示に対して
不満は表明するとしても、戦略的安定性のための対話を断絶するという姿勢をとらなかっ
た。

3．ウクライナ問題の影響
しかし対話継続の傾向も、またも頓挫することになった。11月 25日にロシア国境警備
隊がウクライナ艦艇をクリミア半島に近いケルチ海峡付近で拿捕する事件が発生した。ト
ランプ大統領は 11月末にブエノスアイレスにおける G20サミットの場でプーチン大統領
と会談することにしており、しばらくは予定通り実施する姿勢を示していたが、直前に中
止した。
米国トランプ政権としても、ロシアと対話するにはそもそも国内外の反対論の根拠にな
る難問が多い。「ロシアゲート」疑惑は国内の大論争であり、英国でのスクリパリ事件もロ
シアへの制裁を強める結果をもたらした。しかしそれでもヘルシンキでの首脳会談は 7月
に実施され、そこでウクライナ問題についても協議が行われたと見られている。トランプ
政権も 2014年に先鋭化したウクライナ問題が欧州安全保障や米露関係を根本的に悪化させ
ている重大案件と認識し、早期にウクライナ問題担当大使を設置してプーチン大統領の側
近であるウラジスラフ・スルコフ補佐官（アブハジア、南オセチア、ウクライナ担当）と
の協議に着手した。
しかし 2018年 11月のケルチ海峡事件は、直後には重大なエスカレーションをもたらす
危険が懸念されていた。ウクライナ東部紛争において 2015年 1月に戦闘が激しくなり、エ
スカレーションの危険が高まったと危機感を抱いたドイツのアンゲラ・メルケル首相とフ
ランスのフランソワ・オランド大統領がモスクワを急遽訪問して再度のミンスク和平合意
（いわゆるミンスク 2）をもたらすよう尽力したという前例があった。トランプ大統領とし
ても、ケルチ海峡事件の直後にプーチン大統領と首脳会談を行うには国内外の障害が多す
ぎると判断したと考えられる。
とはいえ、ロシアも拿捕事件そのものでは立場を譲らないながらも、エスカレーション
は起こさないよう抑制を試みていたと思われ、事態はウクライナ東部紛争の激化やロシア・
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米国の危険な軍事的行動にもつながらなかった。プーチン大統領は各国首脳に向けた新年
メッセージの中で、トランプ大統領とは戦略的安定性をめぐって協議を続けたい旨を記し
ている 22。ロシアも米国も、危険な対立は避けつつ、必要な対話の機会を探ろうとしている。

おわりに
2019年 2月には米国が、ロシアの INF条約遵守の動きが見られないとして条約離脱を正
式に通告し、ロシアのプーチン大統領も義務履行を停止すると表明した。このように冷戦
時代の最後に成立した INF条約という形での軍縮の時代は終焉を迎えた。しかし、1980年
代の欧州でのミサイル戦力の危険性とは異なる状況にある現代において、米国にもロシア
にも INF条約体制の廃棄ないし変更を主張してきた人々はおり、INF条約の終わりが必ず
しも危険な無軍縮時代の再来を意味するわけでもない。とはいえ、11月のケルチ海峡事件
は急激なエスカレーションを回避したものの、ウクライナ問題そのものは長期的に解決困
難な問題の源泉であるのみならず、ウクライナ東部紛争のエスカレーションの危機も指摘
されており、そのような中で米露の間での核兵器問題を中心とした相互誤解（ロシアのい
わゆる「ディエスカレーションのためのエスカレーション戦術」をめぐる論争など）が不
安定性をもたらしている 23。今後も米露双方が危険な対立を回避しつつも、米露間の戦略
級の核戦力や戦術レベルの核戦力を含めた協議の試みを続けるであろう。
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